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東 経 連 情 報 

令和 8 年 6 月 19 日 

｢2026 年度上期会員アンケート調査結果｣について 

- 景況感・業績の見通しは、中東情勢の影響により厳しい先行き、     

石油製品やエネルギーの供給不安・価格上昇の影響・懸念の声    – 

- 依然として厳しい、2026 年度における中堅・中小企業の賃上げ、 

                「3％未満」が 4割越えの状況  – 

 

一般社団法人東北経済連合会（会長：噮口 康二郎）では、この度、会員企業743

社を対象にアンケート調査を実施しました。 

調査の結果、2026年度上期における景況感BSI※の見通しは、全産業で「▲20.0」

となり、前回調査（2025年度下期見通し「▲5.6」）から14.4ポイント低下しました。

このうち、資本金10億円超においては前回調査の「11.9」から「▲7.6」へマイナ

スに転じ、資本金10億円以下においては「▲14.4」から「▲26.5」とマイナス幅が

大きく拡大しました。また、同じ2026年度上期の経営概況をみても、売上高BSIこ

そ「2.4」とプラスを維持するものの、経常利益BSIは「▲13.1」となる見通しです。

こうした見通しの理由について、業種や資本金規模を問わず、中東情勢の影響から

先行きを不安視するとの回答が多く、石油製品（原料、燃料含む）やエネルギーの

供給不安・価格上昇の影響を懸念する声が多く見られました。 

2026年度における賃上げ実施の状況については、5％以上の賃上げを実施すると

する企業の割合は、資本金10億円超の「29.5％」に対し、資本金10億円以下では

「17.7％」に留まっています。逆に資本金10億円以下では3％未満（賃上げを行わ

ないを含む）との回答が4割を超えており、中堅・中小企業における賃上げは依然

として厳しい状況にあることが分かりました。 

調査結果の概要は、以下のとおりです。 

 

[調査要領・回答状況] 

 調査時期 2026年4月3日～4月22日 

 調査対象 当会会員企業 743社 

 回答方法 原則としてインターネットによる 

 回答状況 回答数：311社、回答率：41.9％ 
 

※BSI（Business Survey Index（景況判断指数））： 

「上昇」と判断した割合から「下降」と判断した割合を引いた値） 

 

【照会先】 
一    般 

社団法人東北経済連合会  経済政策グループ  杉山  TEL:022-397-6424 
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１．景気動向・経営概況 

○2025年度下期の景況感BSIは｢9.5｣となり、前回調査（2025年度上期）からは
15.1ポイント改善した。資本金階層別に見ると、資本金10億円超では「20.8」
であり、前回調査から8.9ポイント上昇した。一方、資本金10億円以下では「3.5」
となり、前回調査から17.9ポイント改善しプラスに転じている。 

○2026年度上期の景況感BSIは｢▲20.0｣となり、2025年度下期実績から29.5ポイ
ント低下した。資本金規模別に見ると、資本金10億円超では「▲7.6」とマイ
ナスに転じる見通しであり、資本金10億円以下では「▲26.5」と二桁の大幅な
マイナスとなる見通しとなっている。 

 
＜景況感BSI＞ 

 

○経営状況を見ると、2026年度上期の売上高BSIは｢2.4｣となり、増収傾向は維
持しているものの大きく減速する見通し。業種別にみても､製造業(0.0)､非製
造業(3.1)ともに前期実績から大きく減速する見通しとなっている｡ 

○一方､経常利益BSIは｢▲13.1｣となり、大きく減益方向に転じる見通しとなっ
ている｡ 業種別では､製造業(▲5.7) ､非製造業(▲15.4)ともに減益を見込む
先が増えている｡ 

○2026年度上期の売上高については、中東情勢を踏まえ、先行きを懸念・不安視
する声が多く聞かれた。また、経常利益については、売上増（需要増・価格転
嫁）に加え、コスト削減をいかに実現したかがカギで、減益となっている先に
おいては人件費、原材料費、外注費、燃料費などの経費上昇が収益を圧迫して
いるとの声が散見された。 

 ＜売上高BSI＞ 

  
＜経常利益BSI＞ 

 
○ 企業経営上で特に関心の高い事項については、「人材確保」、「デジタル化・DX
推進」との回答が上位となっており、以下、「生産性の向上」、「エネルギー・
資材価格の動向」の順となっている。 
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○資本金階層別では、資本金10億円以下の企業では、過半数が「人材確保」と回
答しており、人手不足や人材確保への対応が依然として重い課題であることが
明らかとなった。一方、資本金10億円超では、「デジタル化・DX推進」が最も
多く、次いで「人材確保」であるが、「生産性の向上」との差は大きくなく、
省力化・省人化に関心が向いていることが明らかとなった。 

 
2．トピックス調査 

(1)賃上げと価格転嫁 

○2026年度の賃上げ状況を見ると、資本金10億円超の企業の約３割が「５％以
上の賃上げを予定している」と回答している。一方で、資本金10億円以下の企
業では、「５％以上の賃上げを予定している」との回答は２割以下であるのに
対し、「３％未満」（２％以上３％未満、２％未満、賃上げ予定なし）との回答
が４割を超えており、大企業に比べて、中堅・中小企業における賃上げは依然
として厳しい状況にある。 

○賃上げの実施判断と賃上げ原資の関係については、資本金10億円超では７割
の企業で「賃上げ余力はあるので、賃上げを行う」と回答しているが、資本金
10億円以下では、「賃上げ余力はあるので、賃上げを行う」との回答と、「賃上
げを行う余力はないが、賃上げを行う」の回答差は縮小しており、防衛的賃上
げを余儀なくされている様子が確認できた。 

○物価上昇・人件費上昇分の販売価格転嫁状況については「5割以上価格転嫁で
きている」と回答している企業は、４割に留まっている。一方で、「全くでき
ていない」との回答こそ多くないものの、「ほとんどできていない」との回答
は2割弱あり、一部では価格転嫁が順調には進んでいない状況がうかがえる。 
 

(2)雇用・人材確保の現状と課題 

○ 人材確保の状況については、「人材を十分に確保できている」と回答した企
業は約１割に留まっており、大多数の企業において何らかの人手不足感がある
ことが分かった。そのうち、「あまり確保できておらず事業の一部に支障が生
じている」と回答した企業は依然２割あり、事業継続に対する問題を抱えたま
ま経営を続けている状況がうかがえる。 
 

(3)若者・女性の活躍推進への対応 

○ 「えるぼし認定」「くるみん認定」については、「取得済み」「申請中・申請予
定」との回答が３～４割に留まっている。「申請予定なし」と回答した企業の
取得しない理由については、両認定とも「認定基準が厳しい」との回答が最多
であった。次いで、「認定手続きの負担が大きい」「認定を受けるメリットを感
じない」の順となっている。資本金10億円以下の企業では「認定手続きの負担
が大きい」との回答が最多で、中小企業でも取り組みやすい制度設計が必要と
考えられる。 
 

(4)外国人雇用の現状と課題 

○ 外国人労働者の雇用状況を見ると、約４割の企業で外国人労働者を雇用して
いる。資本金10億円超の企業では６割が雇用しているのに対し、資本金10億円
以下では３割弱に留まる。 

○外国人材を雇用する上での課題については、２／３の企業が「語学能力に伴
うコミュニケーション能力」を挙げていた。また、外国人材を雇用しない理由
についても、「従業員とのコミュニケーションが不安」との回答が最多であり、
コミュニケーション面を含めた現場部署の負担が課題であることが分かった。 
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3．中東情勢に対する主な会員の声 

中東情勢の深刻化・長期化により、石油製品（原料、燃料含む）やエネルギー

の供給不安・価格上昇による企業経営への影響や、懸念・不安の声が聞かれた。 

○ 中東情勢の影響で、新規の包装資材等の供給が止まっている。そのため、

一部商品が生産できず、売上が立たない。手を尽くしても解決ができず、

大変問題視している。一方、市場の消費落ち込みにより、価格転嫁できず

（転嫁したら売上が大きく下がるため）利益が生み出せない。 急激かつ大

幅な減収減益が見込まれ、資金繰りへの影響も大きい。(食料品） 

○ 中東情勢の影響で原材料費の高騰、調達制限の状況にあり、経営の不安定

化が懸念されている。（化学・素材関連） 

○ シンナー等の入荷の遅れ等が発生してきており、塗装に影響がでる可能性

もありえる。その場合建築業界、メーカーが計画どおり工程進捗にならな

い懸念がある。（電子部品） 

○ 中東情勢影響でのナフサ不足による原材料の供給停止により生産停止に

よる売上高の減少が予想される。また、原油高騰による重油・運送費等の

インフラのコストアップや塗料・シンナー・梱包資材等の原材料コストア

ップも始まっており、客先への価格転嫁ができなければ経常利益の減少は

避けられない。既にナフサの確保競争が始まっており、資金力や力がない

産業への供給はいつになるか分からない状況である。（その他製造業） 

○ 石油を原料とするプラスチックや合成ゴム製品を主に取り扱う為、入荷の

遅延や価格高騰に伴う受注の減少と工事の先送り等が懸念される。国の発

表では流通の目詰りは解消するとの事であったが、既に卸売業者からは発

注数が制限されている。(設備工事業） 

○一部資材について、取引先からは 6 月着手分の納材がすべてできるかどう

か分からないと回答されており、現場作業が止まる懸念が生じている。小

さな会社から資金繰りがつかず倒れていく、さらに連鎖倒産の発生も懸念

している。（総合建設業） 

○ボイラー燃料の重油の購入に支障が生じている。ボイラー運転の停止＝ホ

テル営業の停止のリスクを感じる。ホテルでの会合の主催者である企業・

協会団体・法人が、情勢不安や経済悪化により会合の開催を縮小したり取

りやめたりするケースが生じ始めている。（旅館業） 

〇中東情勢は不透明であり、原油価格上昇に伴いガソリン代が高騰すること

で、移動手段の制限が予測される。また、ナフサの不足により包装資材の

製品不足とコスト上昇も同様に懸念される。（小売業） 

以 上 




























